
主要事業マネジメントシート 部局名

千円（ 千円） 千円（ 千円） 千円（ 千円）
千円（ 千円） H27要求 千円（ 千円） 千円（ 千円）

■ 重点課題【知事重点分野】 （項目名： ） □ 人口減少関係 （項目名： ）
□ 成長戦略 （項目名： ） □ 新・地震防災アクションプラン （項目名： ）
□ その他 （項目名： ）

■ 民間では実施不可（行政がすべき役割） ■ 府の役割
□ 民間で実施するためのインセンティブとして実施 □ 国の役割
□ その他 □ 市町村の役割

■ 受益者負担あり（内容・水準： ）
□ 受益者負担を求めない（理由： ）
□ 受益者負担になじまない

（事業目標）

（指標） （実績）

（事業期間） H ～ H
（指標）

（コスト分析結果）
H24（フルコスト） 千円／ （分析単位） ＝ 千円
H25（フルコスト） 千円／ （分析単位） ＝ 千円
＜事業優先性や事業選択の判断に影響を与えるような事情が新たに発生した場合に記載＞

①現地政府や大手企業等とのビジネス機会創出のための関係構築
②現地におけるプロモーション（空港・観光など）
③現地政府等へのビジネス環境整備のための直接要望
④大阪企業の商談機会の提供
これら複合的な目標を設定していることから、1つの定量的な指標は設定できない。

 企業団の派遣については、参加者が実費を全額負担

予算額

事業の優先性
成長に向けたビジネス環境の整備

目標・
指標

事
業
選
択

民間との役割分担

手法の妥当性

受益と負担

H26年度よりアウトバウンド３事業（「海外トッププロモーション事業」、「有望市場販路開拓促進事業」、「先端産業国際交流促進事業」）は、「海外トッププ
ロモーション事業」を中心にして、その準備、フォローにあてることにより、関連付けて実施している。

コスト
分析

（理由）
現地政府・大手企業等へ知事が働きかけることにより、民間のビジネ
ス機会を創出するため。

・本事業は、オール大阪で構成する大阪・海外市場プロモーション事業推進協議会を活用し、トップ外交の効果を最大限に高めるための内容を検討・実
施している。派遣先については「大阪企業のビジネスニーズ」、「現地派遣先のニーズ」を把握し、市場性等から大阪企業の技術やサービスが求められる
候補先を複数抽出し、外部専門家の意見を踏まえて検討・決定している。
・現地政府との関係構築や現地大手企業等への働きかけは、知事のみが可能。同様に空港セールスや観光についても、知事自らによるPRが現地での
訴求力の大きさから必要であり、さらに効果を高めるため、企業団を派遣し、速やかな成果の刈り取りを行っている。

将来にわたるリスクについても単年度事業であるため問題なし

大阪・海外プロモーション事業推進協議会を活用し、庁内外の連携・調整を図っている。（政策企画部、府民文化部、環境・農林水産部、大阪市、堺市、
大阪商工会議所、大阪観光局等）

将来のリスク管理

庁内での連携

他事業との
整合性 等

行政としての役割
（理由）
現地政府・大手企業等へ知事が働きかけることにより、民
間のビジネス機会を創出するため。

事業
手法

24

事業間
調整

役割
分担

特記事項

事業名 海外トッププロモーション事業費 ／ 成長産業振興室 立地・成長支援課

H24
H25

H26

-目標に達しなかった場合の改善方策

ビジネス環境の整備とそれによる具体的な商談機会の提供（H27年度派遣1回）、トップによる大阪のPR

事
業
効
果

商工労働部

10,054
4,462

6,060
8,042

9,318
3,921

H24
8,042

実績
9,318

H25
10,054 6,060
4,462 3,921


